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森林は，生物多様性の保全や水源涵養等の多面的な機能を有している．三菱マテリアル株式会社で

は，全国30箇所に社有林を所有しており，その社有林においても多面的な機能を発揮していると考え

られるものの，立地環境，森林の管理状況等によりその機能の発揮状況は異なると考えられる．そこ

で本研究では，全国30箇所の社有林を対象に，特に森林の管理状態による違いを反映させた多面的機

能の評価方法について検討し，山林ごとに発揮される機能の貨幣価値化を行った．社有林の整備・利

用により発揮される便益は，公益的便益で約23億円/年，社会的便益で約409万円/年であった．本検討

の結果は，今後の社有林の整備・利用の改善やステークホルダーへの説明等に活用できると考える． 

 
     Key Words : multifunctionality， environmental economy， public benefits，  

social benefits， evaluation of functionality 

 

 

1．はじめに  

 

(1)森林の有する多面的機能 

森林は，国土の保全，水源の涵養，地球温暖化の

緩和・適応，生物多様性の保全，木材等の林産物供

給などの多面的機能を有している．さらに森林から

供給された木材は，オフィスや，住宅，家具等に利

用され，快適な空間の形成に寄与し，地域経済の活

性化にも貢献している． 

林野庁では，平成13年に森林の有する機能の定量 

的評価を実施し，その価値を公表している1)．しか

し，その評価方法は一定の仮定の範囲であり，具体

的な対象地の管理状況が反映されているわけではな

いため，適用には留意が必要であるとされている． 
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近年，気候変動やSDGs機運の高まり，ESG投資の

流れが拡大するなか，企業の森林活動（植林・間伐，

環境教育等）も多様化している．顧客，地域住民，

NPO等との協働，企業の所有森林を活用した地域貢

献など多様な取組が行われており，ステークホルダ

ーや投資家への活動効果の説明が求められている． 

 

(2)社有林の管理状況 

三菱マテリアル株式会社では，北海道を中心に全

国で約13,000haもの森林を保有する日本国内有数の

大規模森林所有者である．かつては，自社の鉱山や

炭鉱の坑道を支える坑木の供給を目的に森林を保有

していたが，国内の鉱山や炭鉱の閉山等に伴い，森

林に求められる役割，期待の変化に適応し，持続可

能な森林経営を目指し，管理を実施している． 

現在は，再生可能資源としての木材の生産に加え，

市民のレクリエーションの場の提供，CO2固定によ

る地球温暖化の緩和，そして生物多様性の保全とい

った，森林の生態系サービス（公益的便益）を高度

に発揮させることを目標に森林管理を行っている． 

森林管理を徹底しながら，「天然力を活かし，機

能・活用の最大化を図り，より社会に必要とされる

『美しい森林』」を100年後の目指す姿としており，

適切な管理により，持続可能な森林経営への取り組

みに対する第三者評価として，早来山林を含む北海

道内の8山林について，SGECの新基準による森林認

証を取得（約10,000ha）している． 

 

(3)本研究の目的 

同社では，森林の有する多面的機能を高度に発揮

することを目標に森林を管理してきた．一方で，限

られた予算の中での効率的な管理を実施するために，

管理により発揮される効果の定量的な把握，ステー

クホルダーへの説明やPRといった課題があった．

これらの課題解決のためには，管理を反映した森林

の多面的機能の定量化とその結果を分かりやすく可

視化することが必要である． 

そこで本研究では，管理による社有林の多面的機

能の貨幣価値に換算した評価（貨幣価値化）を行う

ため，①ロジックモデルを用いた管理活動による効

果の可視化，②公益的便益・社会的便益の貨幣価値

化，③視覚的にわかりやすい結果の表現方法を検討

した． 

 

 

2.手法 

 

(1)対象山林 

検討対象は，同社の保有する全国30山林（約

13,000ha ）とした．山林面積は，北海道で約

10,000ha，東日本で約1,300ha，西日本で約1,700haで

あり，社有林のうち天然林は約6,000ha，人工林は

約7,000haである． 

社有林の森林簿及び社会的活動（環境教育や研修

利用等）の実施実績等の情報を整理し，各山林にお

いて発揮する便益の特定及び算定対象とする便益を

整理した． 

 

(2)ロジックモデルによる管理の効果の可視化 

森林の有する多面的機能は，林野庁による「林野

公共事業における事業評価マニュアル（令和2年6

月）」2) で森林整備事業の便益として示されている

47機能及びグリーンインフラ研究会がグリーンイン

フラの多機能性として示している22機能3)を参考に

整理した． 

各社有林の管理状況と利用状況の情報及び一般的

な森林で発揮される多面的機能をもとに，面積，活

動（整備，利用の有無），受益者（発揮される便

益）の観点から，30山林を5つのタイプに分類した．

分類ごとに，ロジックモデルを用いて森林管理の実

施とそれにより得られる効果との因果関係と，効果

の受益者を可視化した．ロジックモデルは，取組が

その目的を達成するに至るまでの論理的な因果関係

を明示したものであり，取組により得られる効果の

可視化や，目的を達成するために必要な取組の見直

し等に活用されている． 

各社有林の立地や環境条件，整備・利用状況を踏

まえ，作成したロジックモデルを参考に評価対象と

する便益を特定した．公益的便益では，洪水防止便

益，流域貯水便益等，計7便益を対象とした（表 

1）．なお，整理した課題を踏まえ，算定対象から

の除外の必要性（社有林において便益が発生してい

る可能性が低い），便益算定方法見直しの必要性，

係数見直しの必要性，受益範囲設定の必要性，便益

重複の考慮の必要性の観点から，その他の便益は評

価対象外とした． 

社会的便益は，環境財に相当する市場財が存在す

る項目のみを貨幣価値化の対象とし，場の提供や環

境学習等の計5便益を対象とした（表 1）． 

 

表 1 評価対象便益と代替財等 

区分 便益・活動区分 代替財
洪⽔防⽌便益 治⽔ダムの単位流量調節量当たりの年間減価償却費
流域貯⽔便益 利⽔ダムの開発⽔量当たりの年間減価償却量
⼟砂流出防⽌便益
⼟砂崩壊防⽌便益
炭素固定便益 J-クレジットの取引価格
ヒートアイランド緩和便益 冷房電気料⾦
⽣物多様性保全便益 CVMにより測定された⽀払意志額

公
益
的
便
益

下流のダムに堆積した1m3の⼟砂を除去するコスト
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区分 便益・活動区分 代替財
レクリエーション利⽤ キャンプ場、スキー場等の利⽤料⾦

対象年齢15歳以上：造園⼯の都道府県労務単価、旅費、時間
価値（勤労統計調査）
対象年齢15歳未満：⼦どもの⾃然体験活動に関わる費⽤
⽊材チップへの利⽤：CO2排出削減分のクレジット価格
シイタケのほだ⽊：ほだ⽊販売価格、シイタケの販売価格

⼈材育成・技術開発 社内研修：養成講座受講料
情報発信 新聞広告料⾦単価

社
会
的
便
益

環境学習

材⽊の活⽤

 

 

(3)公益的便益・社会的便益の貨幣価値化 

 ①公益的便益の評価手法の検討 

公益的便益は，「林野公共事業における事業評価

マニュアル」を参考に，代替法により便益を評価し

た．代替財は表 1に示すとおり設定した． 

集中的に管理を実施し，可能な限り多くの便益を

得る山林を選定するため，実際の管理状況を踏まえ

た便益と，社有林の全林分において管理を実施した

場合に発現する便益と，その差分を山林ごとに算定

し，今後の追加的管理によって得られると想定され

る便益を算定した（図 1）．天然林については，管

理を実施していない林分でも管理を実施している林

分と同等の便益が発現しているものと仮定した． 

各林分の面積や植栽樹種，林齢，成長率について

は森林簿，森林管理の実施状況は，施業経歴簿を基

に整理した． 

評価期間は，人工林の林齢が伐期齢に達していな

い林分については新植時期から伐期齢まで，人工林

の林齢が伐期齢を超過している林分については新植

時期から評価時点の林齢まで，天然林の林齢が評価

時点において100年を超える林分については100年分， 

その他の天然林については評価時点の林齢までとし，

便益を算定した（図 2）．なお，人工林については，

新植から最初の間伐までの期間を整備期間とし，整

備期間中は，毎年，成熟した林分が発揮する便益を

整備期間の年数で除した値ずつ便益が増加し，整備

期間が終了すると100%の便益を発揮するものとし

て算定した．評価期間全体の総便益を評価期間の年

数で割ることで，1年分の便益を算定した． 

また，炭素固定便益については，樹種と林齢に応

じた材積の成長率を乗じて現在から評価期間最終年

までの材積の成長量とそれに含まれる炭素量を算出

し，炭素量に基づいて便益を算定した（図 3）． 

生物多様性便益については，人工林では管理され

ていない林分の便益は管理されている林分の80%と

仮に設定し，間伐直後は100%の便益を発現し，間

伐後から発現する便益は毎年徐々に低下し，5年後

には管理されていない林分と同じ状況となると想定

した（図 3）．また，生物多様性便益は，他の便益

発現の基盤となる便益であることや，算出の考え方

に課題も多い便益であることを踏まえ，他の便益の

合計には含めず，分けて表記することとした． 

 

全ての林分で
管理を実施
した場合

全ての林分で
管理を実施
しない場合

実際の管理を
反映させた

場合

今後の管理
により得ら
れる便益算

出
額

管理によって
得られる便益

現在の管理に
よって得られ
ている便益

 
図 1 便益の算定のイメージ 

 

天然林

伐期齢仮定

評価期間

⼈⼯林
A林班

⼈⼯林
B林班

新
植
時
期

間
伐
の

実
施
の
前
年
度

伐
期
齢

伐
期
齢

林
齢

評価期間
整備期間

※整備期間の設定が可能な場合は⼈⼯林と同様に設定  
図 2 評価期間の設定と便益の算定のイメージ 

 

：毎年の炭素固定量

現在〜未来

①現在〜未来の炭素固定量クレジット化可能
②過去の炭素固定量クレジット化できない

現在

過去

評価最終年新植

………………

①

②
炭素固定便
益（樹⽊固
定分）

⽣物多様性
保全便益

間
伐
の
実
施

間
伐
の
実
施

間
伐
の
実
施

間伐後5年間で管理されていない状態の森林と同レベルに低下

管理されていない状態の森林の便益

 

図 3 炭素固定便益と生物多様性保全便益の算出イメージ 

 

②社会的便益の評価手法の検討 

社会的便益は，山林で実施している社会貢献活動

を対象に，環境財に相当する市場財が存在する項目

のみを貨幣価値化の対象とした．評価対象は，作成

したロジックモデルをもとに，活動により直接的に

発揮されるアウトカムとした． 

対象とした便益は，「レクリエーション利用」，

「環境学習」，「材木の活用」，「人材育成・技術

開発」，「情報発信」である．「レクリエーション

利用」「環境学習」は，周辺人口により利用や参加

の状況が変化すると仮定し，周辺人口当たりの便益

（円/周辺人口・年）とした．なお，「レクリエー

ション利用」での係数については，東日本，西日本

の山林で実施した場合に発現しうる便益を算定する

ため，スキー利用の便益を除いた係数も設定した．

「材木の活用」の便益は，山林面積に比例すると想



 

 4 

定し，面積あたりの便益（円 /m2・年）とした．

「人材育成・技術開発」は，手稲山林・早来山林で

の実績平均値（円/年）とした． 

社会的便益の発揮により高い効果を得る山林を選

定するため，実際の活動状況を踏まえた便益と，他

山林で実施した場合に発現しうる便益を代替法，機

会費用法により算定した． 

社会貢献活動を実施している手稲山林・早来山林

の直近2年間（2019年，2020年）の情報をもとに，

各山林面積や周辺人口を用いて各便益の係数を設定

した． 

 

(4)視覚的にわかりやすい結果の表現方法の検討 

貨幣価値化の結果に関する他の事例から，可視化

にあたっての留意点を整理し，専門知識がなくても

便益の算出結果や管理による効果を視覚的に理解で

きるよう資料案を作成した． 

 

 

3.結果 

(1)ロジックモデルによる管理効果の可視化  

分類した社有林タイプにおいて作成したロジック

モデルは図 4に示すとおりである．山林により管理

や活動の実施の内容や頻度が異なることから，5種

類のロジックモデルを作成したが，ここでは一例を

示す．山林の管理や活動の実施がどのようなプロセ

スを経て公益的便益や社会的便益の発現につながる

かを可能な限り表現し，その便益の受益者も合わせ

て表現した． 

 

(2)管理状況を反映した多面的機能の貨幣価値化 

社有林の管理・利用により発現している便益は，

生物多様性保全を除く公益的便益で約23.7億円/年，

社会的便益で約409万円/年であった．面積が大きく，

既に森林整備や利用が進んでいる北海道の山林は，

東日本や西日本と比べ，価値が大きい傾向であった．

公益的便益のうち洪水防止便益が約11.6億円/年（約

48.9% ）と土砂流出防止便益が約 7.3 億円 / 年

（30.8%），合計約18.9億円/年（79.6%）であり，

これらの機能が高い値を示した．生物多様性保全便

益は約31.6億円/年と算出され，他の公益的便益の合

計よりも7.9億円/年高い金額となった． 

社有林の全林分において管理を実施した場合に発

現する便益，約34.0億円/年となり，現在の管理状況

において発現する便益との差は約10.3億円/年であっ

た．個別の山林では，面積が広く，人工林率が高い

山林（生野山林，神子畑山林）において全林分にお

いて管理を実施した場合の便益と現在の管理による

便益の差は高い値となった（表 2）．この便益の差

を山林面積（ha）で除しても，生 

野山林は237千円/年/ha，神子畑山林は221千円/年

/haと他の山林と比較しても高い値となり，集中的

管理の候補になると考えられた（表 3）． 

 

表 2 全林分において管理を実施した場合の便益と 

現在の管理による便益の差（上位5山林） 

順位 ⼭林 ⾯積（ha） ⼈⼯林率 便益の差（円）
1 ⽣野 1341.5 92% 318,609,776
2 神⼦畑 500.4 77% 110,480,746
3 今⾦ 960.5 53% 67,142,404
4 明延 234.6 77% 56,001,699
5 荒川 286.8 85% 53,562,795

 

 

表 3 全林分において管理を実施した場合の便益と現在の管

理による便益の差（単位面積あたりの便益差）（上位 5 山林） 

順位 ⼭林 ⾯積（ha） ⼈⼯林率
単位⾯積あたりの便
益の差（円/ha）

1 槇峰 119.2 72% 402,708
2 明延 234.6 77% 238,752
3 ⽣野 1341.5 92% 237,499
4 ⻑⾕ 34.1 87% 233,763
5 神⼦畑 500.4 77% 220,803

 

 

(3)視覚的にわかりやすい結果の表現方法の検討 

全国の社有林において発現する便益を，地域の市

民や社有林のステークホルダーに視覚的に分かりや

すく伝えるための資料案を作成した（図 5，図 6）．

①活動とその効果の因果関係を表現すること，②算

定した金額だけでなく実績値等を交えること，③イ

ラストや画像を使用し記載内容を視覚で理解できる

ようにすることの3点を考慮して作成した． 
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森林
・
整備
作業員

植林
・
間伐
・

枝打ち
・

笹刈り
等

幹の成⻑ 炭素貯留量の増加 気候変動対策への寄与

葉の量の
増加

降⾬時の流出量
の減少蒸発散量の増加 下流市街地の安全性向上

（洪⽔防⽌便益）

アウトプット 初期アウトカム 中期アウトカム ⻑期アウトカム活動 受益者
投⼊資源

（場・整備者）

インプット

林道
・
整備
作業員 林道整備

炭素吸収量の増加

光合成量の増加

ふれあい機会の創出

⽣物多様性保全

森林整備促進便益

炭素固定便益

⽔資源の確保
（流域貯⽔便益）

⽣物の増加

⽔質浄化便益

⼟砂流出防⽌便益

⿂類の
資源量
の増加

有機物・
栄養塩
等の安
定供給

⽔⽣⽣
物の⽣
息数の
増加

林冠の
適度な隙間

植物の多様性の確保
（構成種の多様性）

通勤・通学路の短縮 ⾛⾏時間短縮便益

⼭菜等の収穫量の増加 副産物増⼤便益

災害時の回路の確保 災害時迂回路等確保便益

森林⽕災の延焼防⽌ 防⽕帯便益

降⾬による⼟壌への
衝撃緩和

⼟壌浸透能の向上

蒸発による潜熱効果
の発揮 気温の低下 気候緩和便益

⾬⽔流下に伴う侵⾷
による表⼟流出抑制

樹冠の発達

ろか機能の維持

⼤気浄化便益粉塵の吸着効果の発揮

騒⾳軽減便益吸⾳効果の発揮

下流域の
周辺地域
近隣市町村
都道府県

周辺地域
都道府県

崩壊発⽣率の低下 ⼟砂崩壊防⽌便益

歩⾏時間等経費短縮便益

⽊材⽣産経費縮減便益搬出距離・経費の縮減

移動経路 林地残材の減少
材の搬
出・利⽤
の増加

⽣産⽊材の良質化

造林作業の効率化

整備・経営の普及指導の
効率化 森林管理等経費縮減便益

アクセス時間短縮便益

⼟壌
環境の
向上
（⼟壌
の⽣成・
維持、発
達）

⽣育・⽣息空間の
確保

移動時間の短縮

利⽤者の増加

森林間の空間

整備企業

近隣住⺠

整備企業

近隣住⺠

地球全体

近隣住⺠
近隣市町村

地球全体

整備企業

周辺地域・
漁業者

近隣住⺠
周辺地域
近隣市町村
都道府県

近隣住⺠

草刈り・清掃
活動の促進

定期的な
維持管理

近隣住⺠
近隣市町村
周辺地域
都道府県
整備企業

森林・林道
・

開催者等の
活動実施者

環境教育の場や
機会

レクリエーションの
場

利⽤者の増加
コミュニティー形成

健康増進 地域活性化への貢献

理解の促進
環境教育イ
ベント開催

・
情報発信

⽣物多様性保全

スキー活⽤
トレイルラン⼤会

開催

学術研究フィール
ドとして活⽤

新たな
学術的知⾒ 学術研究の進展 ⽣物多様性保全

研修フィールドとし
て活⽤

消防団の技術⼒
向上 ⼭岳地域の安全確保

環境教育の場の形成
レクリエーションの場の形成

根の量の
増加

下層植⽣の発達
（被覆状況の維持）

⼟壌⽔分量の減少

ボランティア誘発便益

健康増進

機械による
管理導⼊

広範囲の
整備実施

整備の低コスト化

森林更新⾯積の増加 気候変動対策への寄与炭素固定便益
地球全体

⽣産性の向上（森林整備の効率化や⽊材⽣産確保・増進便益）

⽊材⽣産確保・
増進便益

（森林整備・林道）
炭素固
定便益

⽊材利⽤増進
便益

炭素固
定便益

炭素貯留量の増加

漁場保全
便益

（河川、湖
沼、沿岸）

⾷料⽣産・
⼀次産業の
⾼付加価値化

フォレストアメニティ施設利⽤便益
（利⽤確保便益※）整備 森林公園の維持 森林公園の利⽤収⼊額

の増加
鉱⼭周辺の
森林 森林整備 歴史的な場の

保全・維持 観光資源 利⽤者の増加

利⽤者の増加森林公園等
（名勝地含む）

 
図 4 作成したロジックモデルの例 
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※グラフの⾊：⾦額のレンジの違いを⽰す。  
図 5 代表的な山林における便益の算出結果 

 

社有林における活動 脱炭素社会の実現

持
続
可
能
な
﹁
美
し
い
森
林
﹂地域貢献・社会貢献

⽣物多様性の保全

その他（公益的機能の最⼤化）

社有林⾯積
約13,000ha

マテリアルの森
（北海道）では、

「SGEC森林認証」
を取得しています。

⽊材の活⽤
 オフィス家具
 建築材、⽊製⼩物
 ⽊質バイオマス
 ほだ⽊ 等

イベントの実施

外部連携

保全対象の
動植物種数※1

約43種

イベント開催数※2

環境学習
材⽊の活⽤
⼈材育成 等

理解の向上

●％
イベント参加⼈数※2

Instagramフォロワー※3

洪⽔防⽌便益 流域貯⽔便益 ⼟砂流出防⽌便益

⼟砂崩壊防⽌便益 ヒートアイランド緩和便益

炭素固定便益

⽣物多様性便益

約11.6億円/年 約1.0億円/年 約7.3億円/年

約0.3億円/年 約744万円/年

約30.0億円/年
〜約31.6億円/年

 環境学習
 植樹イベント

 ⼤学機関との連携
 専⾨機関との連携

約3.4億円/年

累計189⼈

累計5回 約409万円/年
社会的便益

316⼈

イベントの参加により
●●の興味・関⼼が
向上した

総便益※

約23.7億円/年
＋α

※1：「SGEC森林認証」を取得している北海道の⼭林のみ ※2：2017年〜2021年実施のイベント ※3：2024年7⽉時点

※⽣物多様性便益
は含まない

 

図 6 社有林の便益を説明する資料案 

 

 

4.考察 

ロジックモデルの作成により，管理や活動の実施

と便益との因果関係と，便益の受益者について可視

化した．これにより，社有林管理の効果を対外的に

説明するための基礎的情報が整理されたと考えられ

る．社有林の公益的便益だけでなく，社会的便益の

算出により，社会貢献活動についても貨幣価値によ

り可視化された．本算定結果は，地域住民やステー

クホルダーが企業の貢献の大きさや重要性を理解す

る上で重要な情報になるものと考えられる． 

本検討は，森林管理の効果を発揮している各山林

で貨幣価値化を行い，その結果を図示化した事例で

ある．森林簿や施業履歴簿等を用いた管理状況や各

山林の環境条件を反映した貨幣価値化は，これまで

に例を見ない工夫点である．課題は，管理状況を反

映しているものの，一部の便益において，一定の仮

定を用いて算出していること，便益の考え方に課題

があり，全ての公益的便益を算定できていないこと

である．また，生物多様性便益については，他の便

益発現の基盤となる便益であり，他の便益との重複

が出てしまうこと，評価手法ごとの貨幣価値の結果

に幅が出ること等も課題である．これらの仮定を用

いた算定や算定対象外とした便益について，係数の

設定の根拠や評価手法等，学識者を交えた検討によ

る客観性の確保が必要である．各便益の評価手法を

確立することで，管理されている森林の多面的機能

の価値のより確からしい評価に繋がることが求めら

れる． 

 

 

5.おわりに 

社有林の活動と発現する便益の因果関係及び受益

者をロジックモデルによって表現した．これにより

社有林管理の効果を対外的に説明するための基礎的

情報が整理されたと考えられる．社有林の管理・利

用により発現している便益について算定した結果，

生物多様性を除く公益的便益は約23.7億円/年，社会

的便益で約1,000万円/年となった．この結果を地域

の市民や社有林のステークホルダーに分かりやすく

伝えるための資料案を検討した．社有林の管理によ

る効果の貨幣価値は，管理者だけでなく，地域住民



 

 7 

やステークホルダーへの共有を図る上で明確な指標

値になることや，企業の社会貢献の重要性の理解向

上に繋がると考えられるため，企業のHPやサステ

ナビリティレポートへの掲載等の活用が期待される． 
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ASSESSMENT OF MULTIFUNCTIONALITY IN COMPANY－OWNED FORESTS 
BASED ON THE STATUS OF MAINTENANCE AND UTILIZATION 

 
Hiromi SUZUKI, Tadashi IKEDA, Satoru YOSHIHARA, Keigo MATHUMOTO, 
Ryosuke OHASHI, Motoaki KANOUCHI, Yuji KAWAMURA, Yasushi SHOJI 

 
Forests have multifaceted functions such as preserving biodiversity and recharging water sources. 

Mitsubishi Materials Corporation owns 30 company-owned forests throughout Japan, and although 
these forests are thought to be fulfilling multifaceted functions, the extent to which they fulfill these 
functions differs depending on the location environment and forest management conditions. In this 
study, we examined evaluation methods for the multifunctional functions of Company-owned forests 
in 30 locations throughout Japan, with a particular focus on differences in forest management condi-
tions, and created a monetary value for the functions exhibited by each forest. The benefits that can be 
realized from the development and use of Company-owned forests are approximately 2.3 billion 
yen/year in public benefits and approximately 4.09 million yen/year in social benefits. The results of 
this study can be used to improve the maintenance and use of Company-owned forests and to provide 
explanations to stakeholders in the future. 


